
 

 

南小学校いじめ防止基本方針 

～明日の未来を担うこどもたちのために～ 

 

 

 

 

 

 

 

所沢市立南小学校 

令和２年３月 
 

 



「いじめ防止基本方針」といじめ防止等の対策のための組織について 

 

 

所沢市のいじめの防止等に関する基本的な考え方 

いじめ問題の解決にあたっては、未然防止、早期発見及び早期対応が重要です。 

その実現のためには、学校、保護者及び所沢市がいじめ対応の基本姿勢を共有し、緊密な連携のもと、組織

的な対応ができるよう改めて体制の整備を図らなければなりません。 

 また、平成２９年度から連続して発生している市内中学生の命にかかわる事案を教訓に、いじめ撲滅に向け

た取組の実施が急務です。 

 そこで、所沢市では、所沢市教育委員会が中心となり、以下の姿勢・考え方のもと、すべての児童生徒が安

心して学べる学校づくりをより一層推し進めていきます。 

いじめの定義について（『いじめ防止対策推進法』第２条） 

 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童

等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて

行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

いじめの理解について 

いじめは、どの子供にも、どの学校でも、起こりうるものです。とりわけ、嫌がらせやいじわる等の「暴力

を伴わないいじめ」は、多くの児童が入れ替わりながら被害も加害も経験します。 

 また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り返されたり多くの者から集中的に行われたりするこ

とで、「暴力を伴ういじめ」とともに、生命又は身体に重大な危険を生じさせます。 

いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、学級の所属集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉鎖性）、 

「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在や、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在に

も注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるようにすることが必要です。 

 上記を踏まえ、「けんかやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景に

ある事情の調査を行い、児童の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断する」ことが大切です。 

 

 

『いじめ防止対策推進法』（平成２５年法律第７１号） 

（１）学校は、国の基本方針又は地域基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ、「学校いじめ防止基本方針」

を定める。（第１３条） 

（２）学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職員・心理・福

祉等の専門的知識を有する者その他の関係者により構成される「組織」を置くものとする。（第２２条） 

（３）学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に

対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又は

その設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実

関係を明確にするための調査を行うものとする。 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると

認めるとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑

いがあると認めるとき。 

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを

受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を提供す

るものとする。（第２８条） 

 

― １ ― 



１ 南小学校の「いじめ防止基本方針」について 

 

 

 

２ いじめ防止等のための組織について 

 定例会議 緊急時会議 

会議 校内委員会（月１回） ケース会議 全体会議 

内容 いじめ防止 いじめ解消 
重大事案発生時または発生の恐

れがある場合の緊急対応 

複数の教職員 ○ ○ ○（全職員） 

心理、福祉等に関する 

専門的な知識を有する者 
× × ○ 

その他の関係者 ○ ○ ○ 
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３ いじめの防止等のための対策について 
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（イ）学習指導 

・「学ぶ喜びを味わわせる授業」をすることが、いじめを予防する手立ての一つとなることを学校全体で認

識し、授業改善に当たる。授業改善に当たっては、ユニバーサルデザインや特別支援教育の視点も積極

的に加味していく。 

・ストレスマネジメントやＳＯＳの出し方、ゲートキーパーとしての役割等についての授業を行うなどし 

て、いじめの未然防止・早期発見・自殺予防に努める。 

・いじめは重大な人権侵害に当たり、被害者、加害者及び周囲の児童に大きな傷を残すものであり決して 

許されないこと、いじめが刑事罰の対象となり得ること、不法行為に該当し損害賠償責任が発生し得る 

ことを理解させる。 

 

（エ）配慮が必要な児童について 

    特に配慮が必要な児童については、日常的に、当該児童の特性を踏まえた適切な支援を行うとともに、

保護者との連携、周囲の児童に対する必要な指導を組織的に行う。また、援助を求めることが苦手ないわ

ゆる「目立たない児童」の声なき声に耳を傾け、微かなサインに目を配り、児童それぞれの表現を引き出

してしっかりと受け止めることの大切さを理解することに努める。 

 

児童が自らＳＯＳを発信すること及びいじめの情報を教職員に報告することは、当該児童にとって多大な 

勇気を要するものであることを教職員は理解し、迅速に対応することを徹底していく。 

 

⑤ 学級担任はじめ、教科担当の教員、クラブ活動や委員会活動の担当教員、支援員、相談員、スクールカウ
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ンセラーといった児童に関わるすべての教職員が、日頃の人間的なふれあいを通して一人一人の児童と信

頼関係を築き、児童を多面的、総合的に理解し、その子に合った支援に努められるよう指導力向上を図る。 

⑥ 学校生活の様子やいじめの実態について、保護者会、学校だより、ホームページ等を通じて情報を発信し、

学校と保護者・地域が一体となった、いじめ対応の体制を構築していく。また、学校応援団と連携した児

童の見守りを推進していく。 

⑦ 小中連携の視点も踏まえ、卒業時における的確な情報伝達等、適切な時期にいじめにかかわる情報連携を

行っていく。 
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⑦「いじめ」という言葉を使わない柔軟な対応 

  いじめられた児童の立場に立って、いじめに当たると判断した場合にも、その全てが厳しい指導を要する場

合であるとは限らない。例えば、行った行為が意図せず相手側を傷付けたが、すぐに加害者が謝罪し教員の指

導によらずして良好な関係を再び築くことができた場合等においては、「いじめ」という言葉を使わず指導する

など、柔軟な対応による対処も行う。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該当するため、

事案を法第２２条の学校いじめ対策組織へ報告を行う。行わない場合、法の規定に違反し得ることを理解する。 

 

 

 

（少なくとも３か月の期間） 
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４ 重大事態への対処について 
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